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平成２６年度 国立大学法人福岡教育大学 年度計画

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置

１．教育に関する目標を達成するための措置

（１）教育内容及び教育の成果等に関する目標を達成するための措置

【1】 社会の要請を踏まえ、本学の人材養成目的に沿った教育体制について

点検し、改善する。

【2】 ディプロマポリシー及びカリキュラムポリシーに基づき、アドミッシ

ョンポリシーを点検し改善するとともに、入試改善の方策を策定する。

【3】 これまでの取組を総合的に検証し、初年次教育及び教養教育を充実さ

せる改善策を策定する。

【4-1】 平成２５年度の教育実習の検証結果に基づき、必要に応じて改善する。

【4-2】 平成２５年度に実施した教職実践演習について検証し、改善する。

【4-3】 平成２５年度に試行した教育総合インターンシップ実習の検証結果を

踏まえ、本格実施する。

【5】 各課程のカリキュラムにおけるキャリア教育の系統性・実効性につい

て検証し、改善する。

【6】 ボランティア活動の充実策を策定し実行するとともに、その効果を検

証する。

【7】 単位の実質化の推進について、これまでの取組を検証する。

【8】 平成２５年度に開発した成績評価に関する組織的な事後チェックシス

テムを運用し、検証する。

【9】 改訂されたカリキュラム及び教育内容・方法・実施体制について検証

し、円滑実施するとともに、更なるカリキュラム改善を実行する。

（２）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置

【10】 教員養成の質向上に関する諮問会議の提言や学生の要望を教育改善に

反映させる体制を整備する。

【11】 教員養成の質向上に関する諮問会議を設置し、教育委員会や地域の学

校との連携強化や、本学教員が学校現場に通じた教員となるための方

策を策定する。
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【12】 引き続き、授業評価等のシステムを点検改善するとともに、教員間の

協働性を高めるために相互啓発・相互研鑽型の研修等を充実させる。

【13】 引き続き、平成２４年度に統合したセンター等の教育支援・学習支援

機能の充実について検証し、必要に応じて改善する。

（３）学生への支援に関する目標を達成するための措置

【14】 修学・生活・就職等の支援について、平成２５年度の検証結果に基づ

き、改善する。

【15】 就職率・教員採用率を向上させるため、キャリア支援センターの支援

業務及び全学的支援体制の一層の充実を図る。

【16】 学生の心身のケアやハラスメント防止等の体制について、平成２５年

度の検証結果に基づき、改善する。

２．研究に関する目標を達成するための措置

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置

【17】 引き続き、教育を中心とする現代的諸問題の解決を指向する研究プロ

ジェクトを継続・発展させ、その成果を公表する。

【18】 教育を中心とする現代的諸問題の解決を指向する研究プロジェクトを

継続させ、地域の教育委員会及び公立学校との連携研究をより一層充

実させる。

（２）研究実施体制等に関する目標を達成するための措置

【19】 教員間及び教育研究組織間の連携による研究プロジェクトを推進し、

重点的な経費措置を行う。

【20】 大学と附属学校の連携協力について、平成２５年度の検証結果に基づ

き、改善する。

【21-1】平成２５年度に改善したサバティカル制度の運用等について検証し、

必要に応じて改善する。

【21-2】引き続き、若手・女性教員を支援する体制を充実させる。

【22】 引き続き、平成２４年度に統合したセンター等の研究基盤の充実につ

いて検証し、必要に応じて改善する。

【23-1】 引き続き、各種教育研究プロジェクトの成果を効果的に発信・公開し、

必要に応じて改善する。
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【23-2】大学院生の研究活動及び成果を公開するため、これまでの取組につい

て、検証する。

３．その他の目標を達成するための措置

（１）社会との連携や社会貢献に関する目標を達成するための措置

【24】 教育委員会等が行う現職教員研修のプログラム開発、校外研修への組

織的な参画について検討するとともに、ユネスコスクール支援事業を

実施する。

【25-1】大学院の教員養成機能を活用した現職教員のリカレント教育のための

取組について、検証する。

【25-2】教育現場のニーズに応じた教員免許状更新講習を実施する。

【25-3】附属学校を利用した現職教員の再教育を改善・充実する。

【25-4】平成２５年度に企画立案した現職教員のためのセミナーを実施する。

【26】 教育現場のニーズや地域の学習需要に応える公開講座や研修会等を企

画・実施する。

（２）国際化に関する目標を達成するための措置

【27】 グローバル化の更なる推進のため、中長期的な計画を策定し、戦略的

に事業を展開する。

【28】 受入留学生及び学生の海外留学促進のための支援、環境整備について

検証し、改善する。

（３）附属学校に関する目標を達成するための措置

【29】 平成２５年度までに取り組んできた授業づくり研究会や公開研究会、

研究発表会について検証し、改善する。

【30】 大学との組織的な協力体制の下に、教育委員会や地域の学校と連携し

た、これまでの取組みについて検証し、改善する。

【31-1】新カリキュラムに基づき実施した教育実習の内容及び方法について改

善する。

【31-2】附属学校における長期派遣受入研修制度の研修プログラムについて、

平成２５年度の検証結果に基づき、必要に応じて改善する。

【32】 平成２５年度の検証結果に基づき、大学と附属学校が一体となった全

学的な組織体制を構築する。
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置

１．組織運営の改善に関する目標を達成するための措置

【33】 大学改革を集中・加速するためのアクションプランを作成し、実行す

る。

【34】 意思決定、合意形成及び業務執行の在り方を点検し、運営組織の更な

る改善を行う。

【35】 監査機能の充実による自己改善サイクルに基づき、大学運営の改善を

行う。

【36】 経営協議会の外部有識者からの指摘事項や教員養成の質向上に関する

諮問会議の提言を踏まえて、大学運営の改善を行う。

【37】 社会的要請や教育研究の進展に柔軟に対応するため、教育研究組織の

編成及び人的配置の在り方について基本方針を策定する。

【38】 引き続き、育児・介護支援及びワーク・ライフ・バランスを推進する｡

【 39】 引き続き、「事務系職員研修基本方針」及び「事務系職員研修基本計

画」に基づき、平成２６年度研修計画を策定し、実施する。

２．事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置

【40】 業務運営を機動的にするために事務組織を点検するとともに、大学改

革の観点から事務組織を改善する。

【41】 平成２６年度の「業務改革推進のためのアクションプログラム」を作

成し、更なる業務の簡素化及び効率化を進める。

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置

１．外部研究資金、寄附金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するた

めの措置

【42】 引き続き、科研費等の獲得に向けた支援を実施するとともに、今後の

外部資金獲得に向けた更なる方策を策定する。

２．経費の抑制に関する目標を達成するための措置

（１）人件費の削減に関する目標を達成するための措置

【43】 平成２６年度は年度計画なし。

（２）人件費以外の経費の削減に関する目標を達成するための措置

【44】 引き続き、省エネルギー対策などを一層推進するとともに、業務運営

の効率化・合理化の観点から経費を削減する。



- 5 -

【45】 引き続き、財務情報に基づき、財務分析を実施するとともに、財務内

容の改善方策を検討する。

３．資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置

【46】 講義室等の有効活用のための計画を策定し、実施するとともに、土地

の有効活用計画を策定する。

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するた

めにとるべき措置

１．評価の充実に関する目標を達成するための措置

【47】 平成２６年度は年度計画なし。

【48】 自己点検・評価作業の効率化のため、更なる情報化を進める。

【49】 引き続き、教員活動評価の実施内容について検証し、必要に応じて改

善する。

２．情報公開や情報発信等の推進に関する目標を達成するための措置

【50】 引き続き、積極的な情報公開及び広報活動を行う。

【51】 引き続き、本学の研究者情報を積極的に提供する。

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置

１．施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するための措置

【52】 引き続き、大学全体の情報セキュリティ対策を充実させる。

【53】 引き続き、キャンパスのバリアフリー化やアメニティの向上を計画的

に実施する。

２．安全管理に関する目標を達成するための措置

【54】 引き続き、総合的な危機管理体制の下に安全管理・教育を推進する。

【55】 引き続き、過労防止対策を推進し、メンタルヘルスの維持・向上のた

めの方策を実施する。

【56】 引き続き、附属学校の施設設備について定期的な安全点検を行うとと

もに、附属学校の安全管理体制について検証する。

３．法令遵守に関する目標を達成するための措置

【57】 引き続き、コンプライアンスに関する研修・啓発活動を実施する。
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Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

別紙参照

Ⅶ 短期借入金の限度額

１．短期借入金の限度額

１０ 億円

２．想定される理由

運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要とな

る対策費として借り入れすることも想定される。

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画

〇 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画

１．重要な財産を譲渡する計画

・附属小倉小中学校の土地の一部（福岡県北九州市小倉北区下富野三丁目

1050 番 5 号 392.00 ㎡）を譲渡する。

２．重要な財産を担保に供する計画

・該当無し

Ⅸ 剰余金の使途

〇 決算において剰余金が発生した場合は、教育研究の質の向上及び組織運

営の改善に充てる。

Ⅹ その他

１．施設・設備に関する計画

（単位 百万円）

施設・設備の内容 予定額 財源

総額

学生寄宿舎耐震改修 １３９ 施設整備費補助金（１１２）

小規模改修 国立大学財務・経営センター施設費

補助金（２７）

注）金額は見込みであり、上記のほか、業務の実施状況等を勘案した施設・

設備の整備や、老朽度合い等を勘案した施設・設備の改修等が追加されるこ

ともあり得る。

２．人事に関する計画

（１）社会的要請や教育研究の進展に柔軟に対応するため、教育研究組

織の編成及び人的配置の在り方についての基本方針を策定する。ま

た、引き続き、育児・介護支援及びワーク・ライフ・バランスを推

進する。
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（２）大学教員については、次の取組を行う。

・若手・女性教員を支援する体制を充実させる。

（３）事務職員については、次の取組を行う。

・引き続き、「事務系職員研修基本方針」及び「事務系職員研修基

本計画」に基づき、平成２６年度研修計画を策定し、実施する。

（参考１）平成２６年度の常勤職員数 ４２７人

また、任期付職員数の見込みを ６人とする。

（参考２）平成２６年度の人件費総額見込み ３，９１５百万円

（退職手当は除く）

（別紙）

〇 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

（別表）

〇 学部の学科、研究科の専攻等の名称と学生収容定員、附属学校の収容定員

・学級数
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（別紙）予算，収支計画及び資金計画

（単位：百万円）

収入
運営費交付金
施設整備費補助金
補助金等収入
国立大学財務・経営センター施設費交付金
自己収入

授業料，入学金及び検定料収入
財産処分収入
雑収入

産学連携等研究収入及び寄附金収入等
長期借入金収入
目的積立金取崩

支出
業務費

教育研究経費
施設整備費
補助金等
産学連携等研究経費及び寄附金事業費等

［人件費の見積もり］
期間中総額３，９１５百万円を支出する。（退職手当は除く）

注）「施設整備費補助金」のうち，前年度からの繰越額１１３百万円

平成２６年度　予算

27
1,818

0

区分 金額

3,473
113

0
85

1,733

5,505

0
5,505

74
0

計

計

140
0

74

5,291
5,291

１．予算
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（単位：百万円）

費用の部
経常費用

業務費
教育研究経費
受託研究経費等
役員人件費
教員人件費
職員人件費

一般管理費
財務費用
雑損
減価償却費

臨時損失

収入の部
経常収益

運営費交付金収益
授業料収益
入学金収益
検定料収益
補助金等収益
受託研究等収益
寄附金収益
施設費収益
財務収益
雑益
資産見返運営費交付金等戻入
資産見返補助金等戻入
資産見返寄附金戻入
資産見返物品受贈額戻入

臨時利益
純利益
目的積立金取崩益
総利益 0

220
56

14

0

18
0
0

0

9
60

0

0

44

100

5

3,400
1,582

368
1
0

153
0

5,508
5,508

66
3,068
1,018

4,986
820
14

平成２６年度　収支計画

区分 金額

5,508
5,508

２．収支計画
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（単位：百万円）

資金支出
業務活動による支出
投資活動による支出
財務活動による支出
翌年度への繰越金

資金収入
業務活動による収入

運営費交付金による収入
授業料・入学金及び検定料による収入
受託研究等収入
補助金等収入
寄附金収入
その他の収入

投資活動による収入
施設費による収入
その他の収入

財務活動による収入
前年度よりの繰越金

平成２６年度　資金計画

6,270

29

区分 金額

5,209
230
66

765

6,270
5,365
3,473
1,733

0

765

45
85

140
140

0
0

３．資金計画
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別表（学部の学科、研究科の専攻等）

教育学部 初等教育教員養成課程 １，２６２人

（うち教員養成に係る分野 １，２６２人）

中等教育教員養成課程 ５５４人

（うち教員養成に係る分野 ５５４人）

特別支援教育教員養成課程 ２００人

（うち教員養成に係る分野 ２００人）

共生社会教育課程 ２２０人

環境教育課程 １２０人

芸術課程 １６４人

教育学研究科 教育科学専攻 １６０人

（うち修士課程 １６０人）

教職実践専攻 ４０人

（うち専門職学位課程 ４０人）

特別支援教育特別専攻科 特別支援教育専攻 ３０人

附属福岡小学校 ４５０人

学級数 １２

帰国子女教育学級 ４５人

学級数 ３

特別支援学級 ２４人

学級数 ３

附属小倉小学校 ４５０人

学級数 １３

附属久留米小学校 ４５０人

学級数 １２

附属福岡中学校 ３６０人

学級数 ９

特別支援学級 ２４人

学級数 ３

附属小倉中学校 ３６０人

学級数 ９

附属久留米中学校 ３６０人

学級数 ９

附属幼稚園 ９０人

学級数 ３


